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新たなブームの中国進出

中国では1990年代以降、市場経済への移行

が本格化する過程で地場系小売業が次々に誕

生し、時を同じくして外資系企業の進出ブー

ムが訪れた。これにより百貨店、スーパー、

コンビニなどの各業態が一斉に誕生し、内外

入り乱れての競争が繰り広げられることとな

った。しかし、外資系企業は、規制（出資比

率、出店地域、店舗数）、物流インフラの未整

備、地場系企業と政府の密接な関係、サービ

スに対する考え方の相違など、本国との大き

な違いに直面し、厳しい時代を過ごさざるを

得なかった。そのため、進出早々に撤退した

例や地場系企業に吸収された例も少なくない。

こうした状況が変化する節目となったのは、

2001年の中国のWTO（世界貿易機関）への加

盟である。これ以降、外資系小売業への規制

緩和が進み、ビジネス環境が大きく変化する

ことになった。その結果、アパレルや家具な

どの製造小売業を中心に、工場ではなく市場

としての中国に出店するケースがここ数年で

増加している。その多くは中国の消費者に受

け入れられ、出店地域も拡大しつつあり、第

二の進出ブームとなってきている。

中国進出で直面するシステム化の課題

業態、進出先を問わず、海外拠点のシステ

ムをどう構築するかは、進出を決めた企業が

必ず直面する課題である。日本のシステムを

現地化するか、現地パッケージを活用するか、

スクラッチ開発（一から独自開発すること）

は可能か、運用はどこで行うかなど、進出企

業の情報システム部門は、トップからの「進

出決定」の号令の後、情報収集に奔走するこ

ととなる。一方で、ビジネスの成否が不透明

ななかでは多額のシステム化投資の決断がし

にくく、また、日本と中国のサービス水準や

生活水準の差が、適切なシステム化投資とそ

の効果を推し量ることを困難にしている。

中国に限らず、海外進出の際のスタートア

ップ時におけるシステム導入では、システム

化の予算は大きいとは言えず、導入までの期

間も限られているケースが多い。スクラッチ

開発の考え方でシステム構築を行うと、その

国の特殊な商習慣や法制度などの面で、予想

しなかった対応が必要となるケースが少なく

ない。そのため、実績のある現地のパッケー

ジやグローバルパッケージをいかに組み合わ

せるかといった視点が最初は重要で、サービ
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スが現地に根付き、ビジネスの規模が拡大す

るにしたがって、パッケージでは対応しきれ

ない機能を段階的にスクラッチ開発などで置

き換えていくといった考え方も必要となろう。

NRIのグローバルSCMソリューション

NRIでは、中国や他のアジア諸国、米国な

どへの海外進出企業に対してグローバルSCM

ソリューションサービスを提供している。

たとえば流通業向けには、基幹系（マスタ

ー、発注、在庫管理、会計機能など）にグロ

ーバルERP（統合基幹業務システム）パッケ

ージを用い、店舗系（販売管理、売上管理、

店舗管理、データ集配信機能など）に現地パ

ッケージを活用した構成をとっている（図 1

参照）。基幹系にグローバルERPパッケージを

用いることで、標準でマルチ言語対応、マル

チカレンシー（多通貨）対応が可能である。

また、導入までの期間が比較的短いのも大き

な特徴である。たとえば2007年度には、台湾

の日系流通企業に対し、システム受注から店

舗のオープンまで 3カ月半という短期間で導

入を行った。開発期間の大幅な短縮の結果、

導入コストも抑えることが可能となった。

現場ユーザーへのサポート面では、現地語、

英語および日本語による電話での問い合わせ

窓口サービスを用意し、システムに関する問

い合わせへの対応を一括して行っている。ち

なみに台湾のケースでは、現地のお客様拠点

にシステム要員はゼロである。 ■
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図１　流通サービス業向けグローバルSCMソリューションの概要 
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